













Core Personnel Development of Japanese Companies in Vietnam
	 	 	 鈴　木　岩　行	 黄　　　八　洙
	 	 	 Iwayuki	Suzuki	 Palsu	Hwang
?Abstract?
This paper is a study on core personnel development of Japanese Companies in Vietnam. Core personnel 
represents the particular person that is selected as a main stream management personnel at the early 
stage of his/her business carrier and promoted relatively faster than others. He/She is expected to play a 









































































うと受け入れる）を下回った 5 か国の 1 つであ
る 9）。ダイナミックな経済成長を続けるベトナム
で日系企業の人材育成はどのように変化している
のであろうか。2007 年調査から 8 年経過した















る形で行った。2015 年 9 月，今回は前述のよう
に基本的に前回の調査とは異なる地域の企業を中
心に計 200 社へアンケート用紙を送付し，20 社
から回答を得た（以下，調査年を明確にするため，
15 年調査と略す）。内訳は，北部 8 社（ハイズオ
ン省 1 社，フンイエン省 1 社，ビンフック省 1 社，
バクニン省 2 社，ハイフォン市 2 社，ハノイ市 1
社），中部 2 社（ダナン市 1 社，タインホア省 1
社），南部 10 社（ドンナイ省 5 社，ロンアン省 2
社，ビンズオン省 2 社，ホーチミン市 1 社）であ





トナム企業は 14 社から回答を得た（2017 年 1 〜
2 月に調査を行い，全てホーチミン市に所在する
企業である）。韓国系企業は 3 社から回答を得た






めており，07 年調査 75.0％，15 年調査 75.0％で
ある。製造業中で最も多かった機械関連製造業
（45.0％）は変わらず，素材関連製造業が 10.0％
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から 15.0％へやや増大している。15 年調査はア










企業は 2 回の調査とも 300 人以上の企業が半数以
上を占めており，大企業の比率が高い。07 年調
査の 86.7％から 15 年調査の 73.7％へ大企業の比
率が少し下がっている。アジア 13 か国平均は

















年数 10 年以下の新しい企業は，07 年調査の
68.8％から 15 年調査の 75.0％へ比率が上昇した
（特に設立年数 5 年以下の企業が 60.0％）。アジア




11 年以上の企業が 57.2％を占めている。特に 16
年以上の企業が 42.9％で最も多いが，一方で 5 年
以下の企業も 35.7％で 2 番目に多い。韓国系企業
は 10 年以下の新しい企業が 2 社，11 年以上の企








現地 17 年 日系 07 年 日系 15 年 13 か国平均 韓国系
1. 消費関連製造業 7.1 20.0 15.0 21.4 33.3
2. 素材関連製造業 0 10.0 15.0 11.5 0
3. 機械関連製造業 7.1 45.0 45.0 42.6 33.3
4. 卸売・小売業 21.4 0 15.0 6.9 0
5. 金融・保険業 7.1 0 0 1.6 0
6. 建設・不動産業 7.1 15.0 0 3.7 0
7. 情報・メディア業 21.4 5.0 0 1.8 0
8. サービス ･ 飲食店業 0 5.0 0 1.0 33.3
9. 運輸・通信業 21.4 0 10.0 3.7 0
10. エネルギー関連業 0 0 0 1.2 0
11. その他 7.1 0 0 3.6 0
表 2-1　本社規模（従業員数，％）
現地 17 年 日系 07 年 日系 15 年 13 か国平均 韓国系
300 人未満 85.7 13.3 26.3 22.9 100
300 人以上 14.3 86.7 73.7 77.1 0
表 2-2　海外子会社数　日系 15年調査
海外子会社数 1 2 〜 4 5 〜 9 10 以上
社数 3 3 4 10
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資が 68.4％とやや減少し，合弁企業の比率が









　5.　 現地への進出目的（1 位を 3 点，2 位を 2 点，
3 位を 1 点として合計点を計算し，各項目
の合計点に占める割合を算出した）


















300 人未満の小規模な企業が 15 年調査は 07 年調
査より大幅に増えた（07 年調査 35.0％，15 年調
査 55.6％）。15 年調査では設立年数 5 年以下の企
業が 60.0％であることが関係していると思われる。
アジア 13 か国の平均は，300 人未満の企業が
64.2％なので，15 年調査は平均より少ない。ベト
ナム企業は 300 人未満の企業が 85.7％で，日系企
業よりも小規模の企業が多い。韓国系企業は 3 社




現地 17 年 日系 07 年 日系 15 年 13 か国平均 韓国系
16 年以上前 42.9 0 20.0
52.2
0
11 〜 15 年前 14.3 31.3 5.0 33.3
6 〜 10 年前 7.1 37.5 15.0 20.7 33.3
5 年以内 35.7 31.3 60.0 27.1 33.3
現地 17 年 日系 07 年 日系 15 年 13 か国平均 韓国系
私営株式会社 46.2 多数合弁 20.0 21.1 26.5 0
私営個人企業 30.8 少数合弁 0 10.5 8.2 0
集団所有企業 15.4 単独出資 80.0 68.4 61.3 100
合弁企業 7.7 その他 0 0 3.6 0
日系 07 年 日系 15 年 10 か国平均 韓国系
1. 安価な労働力 37.3 35.1 27.0 27.8
2. 現地市場 21.8 31.5 30.9 16.7
3. 第三国への輸出 6.4 13.5 9.7 16.7
4. 逆輸入 3.6 2.7 4.5 0
5. 本社等関連企業との関係 16.4 9.0 14.8 27.8
6. 法的・税制等の優遇措置 10.9 6.3 6.8 11.1
7. 情報収集 3.6 1.8 6.2 0
8. その他 0 0 1.5 0




と，1 〜 9 人の企業が 2 社，10 〜 19 人の企業が
5 社，20 〜 29 人の企業が 1 社，30 〜 39 人の企
業が 2 社，40 〜 49 人の企業が 2，50 〜 99 人の
企業が 3 社，100 以上の企業が 5 社で，1 社平均
は 79.3 人である。ホワイトカラーが 1 ケタしか

















いを 0 点，あまりないを 1 点，どちらかと
いうと多いを 2 点，非常に多いを 3 点とし，
回答企業の平均をとった）













貸付・借入・再投資であり，15 年調査は 07 年調




現地 17 年 日系 07 年 日系 15 年 13 か国平均 韓国系
300 人未満 85.7 35.0 55.6 64.2 100
300 人以上 14.3 65.0 44.4 35.7 0
表 6-2　ベトナム日系企業におけるホワイトカラーの人数別企業数（2015 年）
人数 1 〜 9 10 〜 19 20 〜 29 30 〜 39 40 〜 49 50 〜 99 100 以上 平均
社数 2 5 1 2 2 3 5 79.3
％ 10.0 25.0 5.0 10.0 10.0 15.0 25.0
表 6-3　役員・管理職において日本人が過半数
を占める会社の比率（2014 年，％）
日系 07 年調査 日系 15 年調査 10 か国平均
役員 90.0 82.4 87.7
管理職 31.6 27.8 31.3
表 7　現地子会社としての権限
現地法人のもつ権限 日系 07 年調査 日系 15 年調査 9 か国平均
1. 人件費総額の決定 2.60 2.78 2.64
2. 固定資産の購入 ･ 処分 1.70 2.38 2.11
3. 生産販売量の決定 2.05 2.71 2.31
4. 利益処分・再投資 1.40 1.80 1.59
5. 貸付 ･ 借入 ･ 債務保証 1.00 1.24 1.22
6. 現地法人の役員人事 0.85 0.94 1.16
7. 新事業の企業化 0.89 1.06 1.14












－2 点，やや不足を－1 点，十分であるを 0
点，やや余剰を 1 点，かなり余剰を 2 点と
し，回答企業の平均をとった）
　07 年調査は－1.31 であったが 15 年調査では
－1.22 で，07 年調査よりも不足感は弱まり，ア
ジア 13 か国平均の－1.27 よりも不足感は弱い。




を 0 点，あまりないを 1 点，どちらかと






1.40 で 0.4 点増加したが，8 つの選択肢のうち中






現地 17 年 日系 07 年 日系 15 年 13 か国平均 韓国系
-1.21 -1.31 -1.22 -1.27 -0.44
現地 17 年 日系 07 年 日系 15 年 13 か国平均 韓国系
1. 新規学卒者の定期採用 1.50 0.95 0.89 0.91 0.33
2. 新聞，求人雑誌等による採用 1.33 1.40 1.26 1.40 0.67
3. 職業紹介機構を通じて採用 0.94 1.05 1.74 1.63 1.67
4. 他社からヘッドハント 1.06 0.45 0.42 0.72 0.33
5. 本社からの派遣・出向 0.60 0.55 0.42 0.80 0.67
6. 関連企業等からの出向・転籍 0.88 0.75 0.32 0.54 1.00
7. 社員による紹介 2.13 1.05 1.00 1.08 1.00
8. インターネットによる採用 1.88 1.00 1.40 0.91 2.67
9. その他 0 0 0 0 0
表 9-2　コア人材の選抜要件（％）
選抜要件 現地 17 年 日系 07 年 日系 15 年 13 か国平均 韓国系
1. 語学力 8.3 12.4 15.1 8.0 27.8
2. 学歴（含資格，学位） 0 1.8 0.8 2.7 5.6
3. 社内での実績 3.1 15.0 10.9 9.9 0
4. 社内外の過去の実績 3.1 7.1 4.2 7.1 0
5. 将来性 4.2 2.7 8.4 5.3 0
6. 人柄 17.7 10.6 9.2 8.9 0
7. リーダーシップ 6.3 15.6 18.5 19.3 27.8
8. 実行力 20.8 16.8 15.1 14.1 0
9. 専門性 13.5 13.3 3.4 8.0 38.9
10. 問題解決力 14.6 2.7 14.3 13.6 0
11. 洞察力 8.3 1.8 0 3.3 0












　9-2.　 コア人材の選抜要件（選択肢 11，うち 3
つを回答。1 位を 3 点，2 位を 2 点，3 位
を 1 点として合計点を計算し，各項目の
合計点に占める割合を算出した）
　選抜要件は 15 年調査では 1 位リーダーシップ





アジア 13 か国の平均は，1 位リーダーシップ，2
位実行力，3 位問題解決力である。ベトナム企業










　コア人材選抜の決定時期は 1 位が入社後 3 〜 5
年（31.6％）で，2 位は入社後 1 〜 3 年（26.3％），
3 位は入社後 1 年以内（21.1％），4 位は入社後 5
年 以 上（15.8％） で， 最 も 少 な い の は 入 社 時
（5.3％）である。コア人材として選抜するまでに
入社後 3 年以上かけている企業が 47.4％である。
07 年調査では入社後 3 年以上かけている企業が
73.7％だったので，入社後 3 年以内に選抜する企
業が大幅に増えている（26.4％から 52.7％へ）。
入社後 3 年以内に選抜する企業のアジア 10 か国
の平均は 41.0％なので，15 年調査のベトナム日
系は平均よりかなり早い選抜である。ベトナム企
業は 75.1％が入社後 3 年以内にコア人材に選抜し
ているので，15 年調査のベトナム日系よりももっ
と早く選抜している。韓国系企業は 3 社中 2 社が
入社後 1 年以内に決定している。残り 1 社は入社






現地 17 年 日系 07 年 日系 15 年 13 か国平均 韓国系
1. 入社時 12.5 5.3 5.3 8.6 33.3
2. 入社後 1 年以内 18.8 0 21.1 9.5 33.3
3. 入社後 1 〜 3 年 43.8 21.1 26.3 22.9 0
4. 入社後 3 〜 5 年 12.5 57.9 31.6 28.7 33.3
5. 入社後 5 年以上 12.5 15.8 15.8 30.4 0
表 10-2　コア人材の対象者を最終的に決定するもの（％）
現地 17 年 日系 07 年 日系 15 年 13 か国平均 韓国系
1. 現地（子）会社直属上司 43.8 15.0 5.6 7.5 0
2. 現地（子）会社人事部門 6.3 0 0 4.3 0
3. 現地（子）会社の特別委員会 12.5 0 0 1.7 0
4. 現地（子）会社社長 ･ 役員 37.5 85.0 89.9 81.5 100
5. 本社人事部 0 5.6 6.0 0
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0 点，あまりないを 1 点，どちらかとい















要とするを 2 点，非常に必要とするを 3
点とし，回答企業の平均をとった）
　必要とする職種の上位 3 つ（1 位生産・技術，
2 位財務・経理，3 位総務・人事）の順位は前回
調査と変化はない（15 年調査では同率 3 位で営
業が入る）。変動したのは 07 年調査では 6 位だっ
た営業が 0.50 点増加して 3 位となった。これは
15 年の調査対象企業の進出目的は現地市場が 1
位であるので，営業職を必要としているからだと
考えられる。アジア 13 か国の平均は，1 位は製
造業が多いため生産・技術（2.39）で，2 位が現
地当局との折衝が必要な財務・経理（2.18）であ
る。ベトナム企業は 1 位営業（2.75），2 位財務・
経理（2.44），3 位総務・人事（2.25）である。2
点以上はこの 3 つである。韓国系企業は 1 位財











と考えられる。アジア 13 か国の平均でも 1.5 点
を超えているものはなく，1 位の「コア人材を意
識したキャリア形成」でも 1.35 で，アジア 13 か
国のコア人材育成策の実施率も高いとは言えない。
表 11-1　コア人材を昇進させる職位
昇進させる職位 現地 17 年 日系 07 年 日系 15 年 13 国平均 韓国系
1. （子）会社部長クラス 2.36 2.05 2.20 2.26 0.67
2. （子）会社役員クラス 1.38 1.06 0.90 1.03 1.33
3. （子）会社社長 1.29 0.18 0.17 0.40 0
4. 本社役員クラス 0.92 0 0.06 0.13 0
表 11-2　コア人材を必要とする職種
職種 現地 17 年 日系 07 年 日系 15 年 13 か国平均 韓国系
1. 営業 2.75 1.29 1.79 1.82 2.33
2. 総務・人事 2.25 2.26 1.79 1.94 1.00
3. 財務・経理 2.44 2.58 1.95 2.18 2.50
4. 開発・設計 1.94 1.95 1.74 1.68 1.67
5. 生産・技術 1.80 2.84 2.71 2.39 1.33
6. 法務・特許 1.69 1.47 1.26 1.22 1.00








　12-2.　 キャリア形成パターン（図 1，選択肢 3，
「今まで」と「今後」で 1 つずつ回答）
　キャリア形成パターンは変わった。07 年調査




27.8％へ）。15 年調査では，今まで 1 位であった
パターン 2 が大幅に減ることは同様であるが，今
後もパターン 2 が最も多い（63.2％から 45.0％へ）。
アジア 13 か国の平均では，傾向は 07 年調査と同





は今までがパターン 1 とパターン 2 が最多であっ
表 12-1　コア人材の育成施策
育成施策 現地 17 年 日系 07 年 日系 15 年 13 か国平均 韓国系
1. 社外の研修機関（含大
学）への派遣
1.19 1.55 1.25 1.07 1.67
2. 本社へ出向させ上位の
職務を経験させる
1.06 1.30 1.30 1.18 1.00
3. コア人材を意識した能
力開発プログラム
1.87 1.05 1.25 1.19 1.00
4. コ ア 人 材 を 意 識 し た
キャリア形成































現地 17 年 日系 07 年 日系 15 年 13 か国平均 韓国系
今までパターン 1 43.8 11.1 10.5 18.9 0
パターン 2 43.8 66.7 63.2 48.3 100
パターン 3 12.5 22.2 26.3 32.8 0
今後　パターン 1 56.3 38.9 30.0 38.2 66.7
パターン 2 43.8 27.8 45.0 27.5 33.3










あるを 2 点，非常に有効であるを 3 点とし，
回答企業の平均をとった）
　定着施策で有効なものは，2 回の調査とも 1 位
が給与・賞与の反映幅の拡大，2 位が昇進・昇格
のスピードである。3 位以下は異なり，15 年調査
は 3 位能力開発機会の拡充，4 位裁量権の拡大で
ある（2 点以上はこの 4 つ）。裁量権の拡大が 6
位から 4 位に順位を上げ，逆に福利厚生の充実は
3 位から 6 位に順位を下げている。アジア 13 か









0 点，やや違うを 1 点，まあそうだを 2 点，
そのとおりを 3 点とし，回答企業の平均
をとった）
　選択肢の 1 番から 5 番はプラス評価に関するも
ので，6 番から 12 番はマイナス評価に関するも
のなので両者を分けて述べる。
　（1）プラス評価に関して








現地 17 年 日系 07 年 日系 15 年 13 か国平均 韓国系
1. 給与・賞与の反映幅拡大 2.25 2.68 2.63 2.50 2.33
2. 昇進 ･ 昇格のスピード 2.00 2.44 2.30 2.26 1.67
3. 能力開発機会の拡充 2.44 2.11 2.11 1.99 2.00
4. 裁量権の拡大 1.81 1.83 2.10 1.99 2.00
5. 報奨金 ･ 奨励金制度 2.00 2.11 1.56 1.76 1.67
6. ストックオプション制度 1.69 1.29 1.00 0.71 0.33
7. 社内公募制 1.56 1.33 0.82 0.78 0.67
8. 表彰制度 2.44 1.89 1.89 1.57 1.33
9. 福利厚生の充実 2.31 2.16 1.78 1.71 2.00
10. その他 0 0 0 0 0
表 14-1　コア人材制度の評価　プラス評価
現地 17 年 日系 07 年 日系 15 年 13 か国平均 韓国系
1. 世の中の変化に対応できるシス
テムである
2.00 1.94 1.83 2.09 2.00
2. 限られた資源を有効に活用する
システムである
2.31 2.37 2.11 2.31 2.00
3. 人材が流動化する中で有効な人
材育成のシステムである
2.43 2.26 2.18 2.27 2.00
4. ホワイトカラーの選抜に有効な
システムである
2.07 1.89 1.65 1.90 1.67
5. 能力があるものを魅きつけるシ
ステムである
2.47 2.21 2.37 2.37 1.67
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で 2 点以上であり，コア人材制度への評価が高い




















調査は 07 年調査と比べると 0.63 点も増加し，







　（2）設立時期別では，11 年以上が 2.50，6 〜
10 年が 2.00，5 年以内は 2.27 である。設立期間
が長くなるほど受け入れ度が高くなるとほぼ言え
る（表 15-2）。
　（3）ホワイトカラーの人数別では，1 〜 9 人が
2.50，10 〜 19 人 が 2.50，20 〜 29 人 が 3.00，30
表 14-2　コア人材制度の評価　マイナス評価
現地 17 年 日系 07 年 日系 15 年 13 か国平均 韓国系
6. 選抜のための基準作りや評価が
難しい
1.80 2.37 2.10 2.30 1.00
7. コア人材として選抜されたもの
への負担が大きい
1.63 1.71 1.17 1.45 2.33
8. コア人材の育成に費用や時間が
かかる
1.94 2.39 2.20 2.29 2.00
9. コア人材の要件を満たす人材が
少ない
2.06 2.72 2.50 2.40 1.33
10. コア人材以外の社員のモチ
ベーションが失われる
0.93 1.28 1.45 1.32 1.67
11. 人間関係がギクシャクする 1.63 1.32 1.28 1.16 2.33
表 15-1　コア人材制度の受け入れ度
現地 17 年 日系 07 年 日系 15 年 13 か国平均 韓国系




11 年以上 5 2.50
6 〜 10 年 3 2.00




1 〜 9 2 2.50
10 〜 19 5 2.50
20 〜 29 1 3.00
30 〜 49 4 2.00
50 〜 99 3 2.33





入社後 1 年以内 4 2.00
入社後 1 〜 3 年 5 2.40
入社後 3 〜 5 年 6 2.17
入社後 5 年以上 3 2.50
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以内 2.00，同 1 〜 3 年が 2.40，同 3 〜 5 年が 2.17，
同 5 年以上が 2.50 である。決定年数が早くなる
ほど受け入れ度が高くなる傾向があるとは必ずし
も言えない（表 15-4）。










社を対象に 2015 年 9 月〜 10 月に実施した（図 2）。
実施した企業は地域別では，南部 2 社（ドンナイ
省 A 社，B 社）中部 1 社（ダナン C 社），北部 2
社（ハイフォン D 社，ハイズオン省 E 社）であ
る。ベトナム企業（F，G，H，I 社）はアンケー
トと同様にすべてホーチミン市所在である。韓国
系企業は，アンケート回答 3 社中 2 社（北部，バ
クニン省 J 社，ハノイ K 社）にヒアリングした。
1 社（ホーチミン L 社）は電子メールによる回答
である。
　1.　日系企業の業種は 5 社中 4 社が製造業




トナム企業の業種は 4 社中 2 社が製造業（50.0％，
機械関連製造業 F 社・消費関連製造業 H 社），情




　2.　日系企業の現地子会社設立年は，6 〜 10 年
が 1 社（20.0％，A 社），5 年以内が 4 社（80.0％）
である。10 年以内の企業の比率は 100％でアン
ケート（75.0％）より高い。ベトナム企業の設立
年は 5 年以内と 6 〜 10 年が各 1 社，16 年以上前




業形態は，4 社中 3 社が私営株式会社，1 社が外
資系企業である（I 社）。
　4.　進出目的の 1 位は，安価な労働力が 3 社







C 社を除く 3 社（60.0％）が 300 人未満でアン
ケート（55.6％）と同様に小規模な企業の比率が
高い。ホワイトカラーの人数は，1 〜 9 人が 1 社
（20.0％），10 〜 19 が 1 社（20.0％），40 〜 49 人
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多い。ベトナム企業の企業規模は，300 人未満と
300 人以上が 2 社ずつである。ホワイトカラーの














ベトナム企業は管理職 3 社（F，H，I 社），技術























系企業は 1 位リーダーシップ（30.0％），2 位実行










　日系企業は，コア人材と見極めるのに 1 〜 3 年
が 2 社（40％，C，D 社），入社時 1 社（20％，E
社），入社後 1 年 1 社（20％，B 社），入社後 3 〜


























ラムが 1 社（D 社），コア人材を意識したキャリ








ターン 1 が 2 社（C，E 社），「一定年齢までに狭
い範囲の職務を経験し，企業内スペシャリストを
育成するキャリア」であるパターン 3 が 2 社（A，
D 社），「一定年齢まで 1 つの職務で高度な専門性
を身につけ，その分野のプロフェッショナルを育
成するキャリア」であるパターン2が1社（B社）




ン 2 が 2 社，幅広い職務を経験させるキャリアで




















4.　終 わ り に
　コア人材の育成にどのように取り組んでいるか





















































1） 「新興国ビジネス最前線」『ジェトロセンサー』2015 年 7 月号。
2） 国際協力銀行，2016 年。




























11） 2014 年から 16 年までの 3 年間，ベトナムへの投資第 1 位
は韓国であった（「ベトナム経済サムスン頼み　4 〜 6 月
GDP6％増加」『日本経済新聞』2017 年 6 月 30 日）。2014 年
のベトナムへの調節投資額（新規投資，認可ベース）の
国・地域別シェアは，韓国 38.1％，香港 17.1％，シンガポー
ル 14.1％，日本 8.1％の順で，韓国が 2 位以下を大きく引き
離して 1 位を記録した（百本和博『韓国経済の基礎知識　
第 2 版』ジェトロ，2015 年，162 頁）。2017 年 1 〜 6 月の
投資第 1 位は日本である。（「ベトナム　双子の赤字，株の
懸念材料」『日本経済新聞』2017 年 7 月 12 日夕刊）。
12） 第 1 回目の調査と第 2 回目を比較すると，コア人材制度の
受け入れ度は，中国で 1.90 から 2.49 へ 0.59 点，ベトナムで
1.61 から 2.24 へ 0.63 点大幅に上昇している。（鈴木岩行「中
国における日系企業のコア人材育成―2002 年調査との比較
を中心に」『和光経済』第 45 巻第 3 号，2013 年）。
13） 鈴木岩行「インドにおける日系企業のコア人材育成」『和光
経済』第 49 巻第 2 号，2016 年。
14） 鈴木岩行「インドネシアにおける日系企業のコア人材育成」













































1.　会 社 概 要
業　　種：医療用精密機械の製造
設立年月：2008 年 10 月







管理職数：30 人（内日本人 20 人，ベトナム人の
最高位は主任）

















































『和光経済』第 50 巻第 1 号58
事例2　素材関連製造業B社（ドンナイ省ロ
ンタン工業団地，ホーチミン郊外）
1.　会 社 概 要
業　　種：アセチレンガス製造・販売業
設立年月：2014 年 10 月







現地従業員数：16 人（内ホワイトカラー 9 人）
管理職数：0（まだ設立 1 年のため管理職はいな
い，日本人が出向して担当）
















































1.　会 社 概 要
業　　種：消費関連製造業













現地従業員数：340 人（内ホワイトカラー 40 人）
管理職数：3 人（日本人 3 人）









































『和光経済』第 50 巻第 1 号60
事例4　卸売・小売業D社（ベトナム北部ハ
イフォン市シンガポール工業団地）
1.　会 社 概 要
業　　種：鋼材加工・販売
設立年月：2013 年 5 月









現地従業員数：44 人（内ホワイトカラー 12 人）
管理職数：11 人（内日本人 2 人）


























































1.　会 社 概 要
業　　種：工業用ミシンの製造




を西安から移転。当地の人件費は西安の 3 分の 1。
工業用ミシンは関税優遇業種である。
企業形態：日本側単独出資。
現地従業員数：280 人（内ホワイトカラー 40 人）
管理職数：7 人（内日本人 4 人，部長は日本人，
ベトナム人はまだ課長クラス）















































『和光経済』第 50 巻第 1 号62
事例1　機械関連製造業 F社
1.　会 社 概 要
業　　種：農業機械・発電機等製造
設立年月：2001 年 3 月
企業形態：私営株式会社（100％ベトナム資本）




























































1.　会 社 概 要
業　　種：ソフトウェア開発業
設立年月：2011 年 4 月
企業形態：私営株式会社（100％ベトナム資本）
従業員数：60 人（全員ホワイトカラー，内訳は
ソフトウェア開発 48 人，営業 8 人，総務・人事
4 人）






















































『和光経済』第 50 巻第 1 号64
事例3　消費関連製造業H社
1.　会 社 概 要
業　　種：飼料・バイオ医薬品製造業



















































1.　会 社 概 要
業　　種：保険業










































コア人材のうち研修を受けているのは 20 〜 30％
で女性の方が多い。
『和光経済』第 50 巻第 1 号66
事例1　機械関連製造業J社（バクニン省）
1.　会 社 概 要
業　　種：携帯電話設備製造
設立年月：2009 年 7 月
進出目的：第 1 位本社等関連企業との関係，第 2
位安価な労働力，第 3 位現地市場
企業形態：単独出資
従業員数：80 人（内ホワイトカラー 10 人）









































1.　会 社 概 要
業　　種：自動車整備業
設立年月：2013 年 6 月
進出目的：第 1 位安価な労働力，第 2 位法的・税
制等の優遇措置，第 3 位現地市場
企業形態：単独出資
従業員数：5 人（内ホワイトカラー 1 人）



































『和光経済』第 50 巻第 1 号68
事例3　消費関連製造業 L社（ホーチミン）
1.　会 社 概 要
業　　種：印刷業
設立年月：2005 年 1 月
進出目的：第 1 位第三国への輸出，第 2 位本社等
関連企業との関係，第 3 位現地市場
企業形態：単独出資
従業員数：18 人（内ホワイトカラー 3 人）






































（2017 年 7 月 21 日　受稿）2017 年 10 月 20 日　受理
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